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令和８年度　健康福祉部の主要施策

〇　医療・介護サービスの支え手となる生産年齢人口の減少

〇　がんや生活習慣病による死亡率の高止まり・メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合増加

〇　地域住民が抱える課題の複雑・多様化

課
題

施策１ 持続可能な医療・介護サービス提供体制を構築する

・医師の確保・地域偏在の解消に向けた取組の促進
　(東北で育てる秋田の医師養成事業　等 )
・看護職員の育成・確保に向けた取組の促進
　(看護職員確保対策事業）

・(新)新たな地域医療構想の策定
    (新たな地域医療構想策定事業 )
・(新)三次救急医療機関へのＨＣＵの設置
 　(三次救急医療提供体制整備事業 (債務負担行為 ))
・(新)救急医療受診についての夜間･休日相談窓口の設置
　 (救急医療電話相談事業 )

・(新)外国人介護人材の誘致・受入環境の整備・定着促進
   (外国人介護人材確保・定着促進事業 )

医療人材の確保

医療提供体制の整備

施策２ 誰もが健康的に自分らしく暮らせる社会を実現する

・こども健康会議の開催等による県民のヘルスリテラシーの向上
・(新)デジタル技術を活用した健康づくりの取組の促進
 （あきた健康習慣サポートプロジェクト )
・(新)SNSを活用したプッシュ型の啓発によるがん検診受診の促進
  （健(検)診受診率向上総合対策事業）

健康づくりを促す環境の充実

高齢者等の日常生活支援と介護予防の推進

・遠方の分娩取扱施設での出産等への支援
　(妊娠・出産への健康づくり支援事業）

・院内助産や助産師外来の普及による医師から助産師等への
　タスク・シフトシェアの推進  　  (周産期医療体制整備事業）

安心して出産できる環境づくり

介護人材の確保

通いの場へのeスポーツの導入 ＜政策５：健康・医療・福祉＞ 里親支援センターTOMONY  

施策３ 複雑・多様化する社会課題に対応できる相談・支援体制を整備する

＜政策１：未来づくり＞

施策２  出会いから子育てまで希望がもてる社会を実現する

・(新)高齢者等の通いの場等におけるeスポーツの導入の促進
 　(通い・つながる介護予防事業 )

・ヤングケアラーの周知や支援につなぐための実態把握と相談体制の強化  
 （ケアラー支援・普及啓発事業）

・ひきこもり支援に関するポータルサイトの構築・運用
（ひきこもり対策推進事業）

・秋田大学発のベンチャー等への支援を通じた「民・学・官・報」の連携による
　自殺対策の強化
 (心はればれ県民運動推進事業 )
・里親支援センターによる里親等への包括的な支援
（里親支援センター事業）

・生活困窮世帯のこどもの健全育成に向けた環境整備
（生活困窮世帯のこどもに対する学習・生活支援事業） -3-



「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業 地域・家庭福祉課

予算額 ５３,３７９千円 3,038 6,080 44,261 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○国 入 一 ）

6,080千円１ 事業目的 （４）ケアラー支援・普及啓発事業
地域共生社会の実現を見据え、地域住民の複雑化 ヤングケアラーを含む家族介護者等が相談し
・複合化した支援ニーズに対応するため、市町村 やすい環境づくりに向け、普及啓発を推進する
における包括的支援体制の円滑な構築を支援する。 とともに、相談援助従事者研修、相談窓口の運

営等により支援体制整備を進める （一部をＮＰ。
Ｏ法人秋田県介護支援専門員協会へ委託）２ 事業内容

71千円（１）地域福祉支援計画推進事業
地域福祉支援計画専門分科会の開催 ①普及啓発セミナーの開催

②相談援助従事者研修の開催
③ＳＮＳ相談窓口の運営（２）地域共生社会実現のための体制整備事業

4,051千円 ④リアルトークルームの開催
（一部を秋田県社会福祉協議会へ委託） ⑤普及啓発漫画の配布
①市町村に対する研修会及び事例検討会の開催 ⑥連絡協議会の開催
②アドバイザーの派遣（５市町村） ⑦ヤングケアラー実態調査（高校生世代）の実
③巡回相談の実施（１０市町村） 施
④一般県民等向け地域共生社会フォーラムの開
催

（３）重層的支援体制整備事業交付金
43,177千円

①補助対象：９市１町１村
②対象経費：市町村の実施する重層的支援体制

整備事業のうち多機関協働事業等
の事業費

③補 助 率：国1/2、県1/4、市町村1/4
（事業開始から５年経過：

国1/3、県1/3、市町村1/3）
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次世代育成支援対策施設整備事業 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 ４２８,４２４千円 285,616 114,200 28,608○ ○ ○国 債 一

１ 事業目的
国の次世代育成支援対策施設整備交付金を活用 整備概要

し、児童福祉施設等の新設、改造、拡張等の整備 整備時期：令和７年度～令和９年度
を実施する社会福祉法人等に対して支援する。 施 設 数：１棟（鉄筋コンクリート３階建）

定 員：２０世帯
施設概要：居室（２０室 、事務室、子育て短期）

社会福祉法人等 利用居室、集会室 ほか２ 実施主体
所 在 地：大館市

３ 事業内容
母子生活支援施設の老朽化による本体施設の改 参考：当初の整備計画からの変更点

築等に要する費用を助成する。 当初の計画では、令和７年度の整備割合を80%、
令和８年度を20%の２か年事業として予定していた
、 、・補 助 先 社会福祉法人大館感恩講 が 入札の不調により工期が後ろ倒しとなっため

・対象施設 母子生活支援施設 次のとおり当初の計画を変更
白百合ホーム（大館市）

【変更前】 【変更後】・補助対象 令和７年度（整備割合 9%）
補助額(整備割合) 補助額(整備割合)本体施設整備 １施設

令和７年度 398,533千円(80%) 44,835千円( 9%)令和８年度（整備割合86%）
令和８年度 99,633千円(20%) 428,424千円(86%)本体施設整備 １施設
令和９年度 －千円 24,907千円( 5%)令和９年度（整備割合 5%）
総 額 498,166千円 498,166千円既存施設解体 １施設
※補助額等については、国協議の内容・対象経費 総事業費 761,135千円

・補 助 額 令和７年度 44,835千円
令和８年度 428,424千円
令和９年度 24,907千円
総 額 498,166千円

・補 助 率 国１／２、県１／４ 以内
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こども虐待防止対策事業 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 ４７,５８６千円 21,268 2,307 34 23,977○ ○ ○ ○国 入 諸 一

24,418千円１ 事業目的 （６）児童相談所等体制強化事業
児童の健やかな育成を図るため、市町村や関係 ①児童福祉司等の研修を実施

機関と連携し、虐待の防止や早期発見・対応のた ②一時保護所の管理者及び指導職員が研修を
めの取組を行う。 受講

③一時保護所の第三者評価を実施
県 ④こども家庭センターの統括支援員に対する２ 実施主体

研修を実施
⑤児童家庭支援センターの運営業務を委託３ 事業内容

265千円（１）児童虐待防止関係機関連絡会議

196千円（２）虐待事案検証委員会の設置

17,042千円（３）虐待対応推進事業
①北・南児童相談所に相談対応支援員を配置
②児童や保護者からのＳＮＳ相談に対応

1,213千円（４）虐待防止啓発事業
①児童虐待防止推進月間に併せた啓発イベント
を開催

②チラシ及び啓発グッズの作成

4,452千円（５）こどもの権利擁護事業
①いじめ等こどもの権利侵害に関する申立があ
った際、秋田県子どもの権利擁護委員会を開
催

②一時保護所や児童養護施設等に入所している
こどもの意見表明に対する支援を実施

③こどもが申立した際 秋田県社会福祉審議会、
家庭福祉部会を開催

-6-



家庭養護推進体制整備事業 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 ７９,１７３千円 39,054 40,119○ ○国 一

759千円１ 事業目的 （３）未成年後見人支援事業
里親委託を一層推進するため、里親支援センタ 措置された児童の未成年後見人の確保を図

ーを中心に、里親登録から委託解除後児童の社会 るため、後見人が必要とする報酬や損害賠償
的自立までを一貫して支援する。 保険加入費用の全部又は一部を助成する。

57,977千円２ 事業内容 （４）里親支援センター事業
2,706千円 里親支援を充実させるため、里親支援センタ（１）里親委託推進事業

①里親会が実施する事業への支援 ーの運営を委託する。
里親制度の普及啓発や、ふれあい交流会の

開催等の取組に対し助成する。 【センターの必須業務】
②専門里親研修実施への支援 ①里親制度の啓発やリクルート

専門里親認定・更新のための義務研修実施 ②研修・トレーニング
を委託し、受講者の研修受講経費を負担する。 ③里親と里子のマッチング

③里親賠償責任保険等 ④委託中の里親・里子へのフォロー
委託児童の行為により生じる賠償責任保険 ⑤未委託里親のフォロー

の保険料及び委託解除児童の身元保証に係る ⑥委託された里子の自立支援
保険料を助成する。

【人員体制】
17,731千円 令和７年度 令和８年度（２）ファミリーホーム支援事業

①養育補助者の雇用 センター長 １名 ・センター長 １名・
ファミリーホームにおける養育を充実させ ・リクルーター １名 ・リクルーター １名

るため、職員定数を超えて養育補助者を雇用 トレーナー １名 ・トレーナー １名・
する場合に必要な費用を助成する。 里親等支援員 ２名 ・里親等支援員 ３名・

②ファミリーホームの改修 ・心理担当職員 １名
ファミリーホームでの養育環境を整備する 合計 ５名 合計 ７名

ため、ファミリーホームに供する建物の改修
に必要な費用を助成する。
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こどもの未来応援地域ネットワーク形成支援事業 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 １３,３６７千円 5,305 8,062○ ○国 一

②こどもの居場所・生活支援事業立ち上げに対す１ 事業目的
地域や社会全体で貧困を解消し、貧困の連鎖を断 る補助事業 900千円
ち切るという認識のもと、こどもの現在と将来が、 こどもの居場所づくり・生活支援事業を新たに
生まれ育った環境によって左右されることなく、 行う民間支援団体の立ち上げに要する経費の一
心身ともに健やかに成長することができる地域社 部を補助
会の形成を目指し、こどもの貧困解消対策の推進
を図る。 補助率 ３／４（上限300千円）

２ 事業内容
（１）生活困窮世帯のこどもに対する学習・生活支 （３）こども支援ネットワーク形成に関する市町村

6,779千円 97千円援事業 担当者等研修事業
基礎学力向上を図るため、学習支援、進路相 市町村が行うこどもの貧困解消対策を促進す

談及び日常生活習慣への助言等を一体的に実施 るため、市町村職員を対象とした研修を実施

対 象 県福祉事務所の所管する町村の中 研修内容 市町村及び民間支援団体による取
学生及び高校生世代 組の先進事例の発表、国の制度や

実施形態 集合型またはオンライン型 補助事業等の情報共有 等
委 託 先 社会福祉協議会、学習塾実施事業

者 等

（２）こどもの未来応援居場所づくり等支援事業
6,491千円

①コーディネーターの配置（１名） 5,591千円
こども支援を行おうとする団体等への情報提供

・助言・立ち上げに向けた伴走的支援や、団体等
の活動に賛同する企業の開拓、支援者とのマッ
チングの実施

委託先 秋田県社会福祉協議会
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元気で明るい長寿社会づくり事業（ 新）通い・つながる介護予防事業） 長寿社会課（

予算額 １３,７７７千円（ 5,777 8,000）○ ○国 諸

【事業計画概要】１ 事業目的

市町村による介護予防の取組の充実・強化を図 実施箇所：

るため、高齢者の「通いの場」におけるｅスポーツ ３市町村をモデル市町村として選定・

の導入を促進する。 １市町村あたり３地区程度を想定・

対 象 者：

県 プログラム普及員２ 実施主体 ・

市町村社協や地域包括支援センター職員等

約５０名３ 事業内容

地域の通いの場へｅスポーツを活用した介護予 （１市町村から２名ずつを想定）

防プログラムを導入し、新たな介護予防の事業モデ 通いの場に参加する高齢者 約９０名・

ルを確立するため、市町村への伴走支援等を行う。 （３市町村×３地区×１地区あたり１０名

程度を想定）

委 託 先： 福）秋田県社会福祉協議会（

※令和９年度以降、他の市町村への横展開を図る。

委託内容：

秋田大学と連携した予防プログラムの開発・

市町村社協や地域包括支援センターの職員、・

生活支援コーディネーター等を対象とした研

修の実施

通いの場での実践に伴う伴走支援・

実証結果の分析及び予防プログラムの改善・

通いの場でのｅスポーツ体験会の様子
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豊かな長寿社会創造推進事業【新規】 長寿社会課

（ ）予算額 ７,２３１千円 7,231○一

１ 事業目的
一層の高齢化が進行する本県において、テクノ

【将来的な実用化のイメージ】ロジーの力を十分に引き出し、超高齢社会を巡る課
・高齢者の話し相手になりながら、健康状態や認知題やニーズへの対応を図るため、将来を見据えた取
機能を把握し支援組織につなげるコミュニケーシ組を推進する。
ョンロボットの開発・実装

・高齢者の消費生活や財産管理における意思決定を２ 実施主体 県
ＡＩで支援する機器の開発・実装

・高齢者の認知症予防に資するｅスポーツの普及３ 事業内容
（１）豊かな長寿社会創造調査研究事業

※介護テクノロジーや医療機器に止まらず、高齢者4,481千円
や家族の課題やニーズに対応するテクノロジーを県内外の企業動向・技術シーズ等のリサーチを
幅広く対象とする。行うとともに、高齢化に伴う課題解決等につなげる

ための方針を策定する。

委 託 先：企画コンペにて選定
委 託 料：4,000千円
事 務 費： 481千円

（２）豊かな長寿社会創造カンファレンス開催事業
2,750千円

調査研究事業の成果を踏まえ 取り組み方針を県た

内外に示し、幅広い関係者の参画を図るため、シン
ポジウムを開催する。

委 託 先：企画コンペにて選定
開催時期：令和８年秋
委 託 料：2,750千円
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老人福祉施設等環境整備事業 長寿社会課

（ ）予算額 １８８,０２０千円 175,400 12,620○ ○債 一

（２）特別養護老人ホーム長寿園（仮称）１ 事業目的

施設系介護サービスの適切な提供等を確保する 52,972千円

ため、特別養護老人ホームをはじめとした老人福 補助対象： 福）しらかみ長寿会（

祉施設の整備を支援する。 建 設 地：能代市字鳥小屋

（ ）（ ）定 員：６０人 従来型 短期入所併設８床

整備概要：２か年計画による移転・新築。２ 事業内容

135,048千円 令和８年度補助額 52,972千円（１）特別養護老人ホーム東恵園

補助対象： 福）花輪ふくし会 令和９年度補助額 112,568千円（

建 設 地：鹿角市花輪字古館

定 員：６０人（従来型） 【位置図】

整備概要：２か年計画による現地建て替え。

令和７年度補助額（交付決定済） 57,888千円

令和８年度補助額 135,048千円
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外国人介護人材確保・定着促進事業【新規】 長寿社会課

予算額 ６,０６８千円（ 6,068）[地域医療介護総合確保基金]○入

（２）外国人介護人材定着支援事業１ 事業目的

介護分野への外国人材の受入れ拡大を図ることに 1,428千円

より、介護サービスの安定的・持続的な提供を確保 外国人介護人材の定着と地域との共生に向け、

する。 県内の外国人材と地域の関係者とのネットワーク

を構築する。

介護サービス事業者、県 実施内容：２ 実施主体

県内３か所（県北・県央・県南）において、

対面での交流会を開催３ 事業内容

対 象 者：（１）外国人介護従事者受入環境整備事業

4,640千円 外国人介護人材、受入施設職員、市町村職員、

介護サービス事業者が実施する外国人介護人材の 地域の日本語教室関係者、まちづくり・国際

受入れ環境の整備に係る経費の一部を助成する。 交流関係者等

補助対象：

【参考：令和７年度２月補正予算】外国人介護人材受入れ事業者

対象経費： 5,225千円外国人介護人材誘致促進事業

・コミュニケーション支援 外国人材の受入れを予定する、又は拡大する事

日本語学習や多言語翻訳機の導入等 業者に対し、海外の送り出し機関との協議などの

・資格取得支援 現地活動に要する経費を支援するほか、本県での

介護福祉士資格取得に向けた学習等 仕事と暮らしの魅力を多言語で発信する動画を制

・生活支援 作する。

冷暖房機器の設置、自転車の購入等

・定着促進

地域の催事への参加等

補 助 率：２／３
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障害者県地域生活支援事業 障害福祉課

予算額 １３６,７８３千円（ 51,664 135 84,984）○ ○ ○国 諸 一

12,169千円１ 事業目的 （５）障害者総合支援法研修等事業
障害者総合支援法に基づき、地域の特性や利用者の状 委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会 ほか

況に応じた柔軟な事業形態による事業を実施し、障害の 内 容 サービス管理責任者、強度行動障害支援者
有無にかかわらず安心して暮らすことのできる地域社会 等の養成研修、意思決定支援研修等の各種
の実現を図る。 研修の実施、同行援護従事者養成研修の受

講費用の補助
県２ 実施主体

306千円（６）障害者総合支援法協議会等開催事業
内 容 不服審査会及び障がい者総合支援協議会の３ 事業内容

37,696千円 開催（１）障害者就業・生活支援センター事業
委託先 （福）大館圏域ふくし会 ほか
内 容 就業や日常・社会生活で支援を必要とする 263千円（７）広域的な支援事業

障害者に対する指導・助言等 内 容 地域自立支援協議会等に対する支援、相談
支援業務に係る人材育成等の実施

69,885千円（２）障害者社会参加促進事業（身体）
委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会 ほか 1,201千円（８）障害者虐待防止対策支援事業
内 容 手話通訳員の設置、身体障害者の自立支援 内 容 障害福祉施設従事者や市町村の障害者虐待

に係る事業、視覚障害者に対する地域生活 防止担当職員等に対する研修の実施等
支援等

2,574千円（９）発達障害支援対策事業
委託先 （地独）秋田県立療育機構（３）精神障害者地域移行・地域生活支援事業

4,847千円 内 容 発達障害児者及びその家族、支援者を対象
委託先 （特）秋田県精神保健福祉会連合会 ほか とした、障害特性に関する研修等
内 容 精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

（10）障害者総合支援法指定事業所管理システム改修事業ムの構築に資する取組の推進、精神科病院
の入院者に対して生活相談・情報提供等を 3,850千円
行う訪問支援員の養成研修・派遣の実施 委託先 ニッセイ情報テクノロジー（株）

内 容 令和９年度報酬改定に向けた障害者総合支
3,145千円 援法指定事業所管理システム改修（４）高次脳機能障害相談支援事業

委託先 （地独）秋田県立病院機構
（11）障害児施設入所給付費受給者管理システム改修事業内 容 高次脳機能障害者に対する専門的な相談支

援や障害福祉サービス事業所の高次脳機能 847千円
障害支援者を対象とした研修の実施 委託先 （株）フィデア情報総研

内 容 令和９年度報酬改定に向けた障害児施設入
所給付費受給者管理システム改修
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障害者差別解消推進事業 障害福祉課

（ ）予算額 １４,８３６千円 5,722 827 8,287○ ○ ○国 諸 一

8,635千円１ 事業目的 （３）障害者社会参加等促進事業
障害を理由とする差別の解消の推進及び共生社会 ①研修等開催事業
の実現を図るため、県民・事業者及び障害者団体 ・障害者サポーターの養成
と連携し障害者への理解及び社会参加を促進する。 ・事業者に対する研修会の開催

県 ②ヘルプマーク・ヘルプカード普及推進事業２ 実施主体
・ヘルプマーク等の活用促進と県民等への啓
発３ 事業内容

千円（１）障害者差別解消推進事業 3,721
①紛争解決機関（秋田県障害者差別解消調整委員 ③知的障害者地域活動支援事業
会）の設置 ・知的障害者本人が企画立案した地域住民と

の交流活動を支援
②職員向け研修会の開催
・相談対応職員の資質向上及び行政職員の理 ④障害者交流促進事業
解促進を目的に研修会を開催 ・障害者の社会参加及び相互交流の促進のた

めのレクリエーション活動を支援
③専門相談機関の設置

相談窓口 月～金（弁護士相談 隔月１回） ⑤秋田県障害者芸術文化活動支援センター事業
委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会 ・障害者の文化芸術活動に係る相談窓口の設

置
2,480千円 ・ 心いきいき芸術・文化祭」の開催（２）障害者理解促進事業 「

①普及啓発事業
・各種媒体による啓発、条例及び相談窓口の 〈ヘルプマーク〉 〈秋田県障害者芸術展〉
周知

・障害理解促進のためのハンドブックを作成、
配布

②障害者理解促進事業
・小中学校等に障害者を講師として派遣し、
障害疑似体験等を行うことで、障害者の暮
らしの理解を促進
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秋田県心身障害者コロニー整備事業 障害福祉課

（ ）予算額 １４２,５３４千円 142,534○一

29,008千円１ 事業目的 （３）給食センター空調改修工事
心身障害者コロニーは、障害者が自立した生活を 令和５年６月に冷房設備２基のうち１基が故
営むために昭和４６年に県が設置し、平成４年か 障し、令和６年度改修工事を行った。令和６年
ら平成１１年にかけて全面改築を行ったが、設備 ５月にもう１基が故障したため、追加の改修工
の老朽化が進んでいることから、利用者に対して 事を行う。
安定的で継続的な障害福祉サービスを提供するた 令和７年度に実施設計を行い、令和８年度に
めに、必要な修繕を実施する。 工事を行う。

・工事請負費 28,853千円
・委 託 費 155千円

県２ 実施主体

（４）自動火災報知器・火災通報装置更新工事
7,277千円３ 事業内容

79,102千円 各居住棟等に設置されている自動火災報知器・（１）埋設ケーブル更新工事
施設内に埋設されている各居住棟等へ電気を供 火災通報装置が老朽化しているため、更新を行
給する高圧ケーブルが老朽化しているため更新 う。
を行う。 令和８年度は実施設計を行い、令和９年度に
令和７年度に実施設計を行い、令和８年度に 工事を行う。

工事を行う。 ・設計業務委託 7,277千円（今回要求）
・工事請負費 78,705千円 ・工 事 請 負 費 72,765千円（令和９年度予
・委 託 費 397千円 算で要求予定）

＜埋設高圧ケーブル＞ ＜熱により湾曲した給湯配管＞

（２）銀杏園・診療所給湯配管付属設備更新工事
27,147千円

給湯用の配管が腐食し、水漏れが多発してい
るため更新を行う。
令和７年度に実施設計を行い、令和８年度に

工事を行う。
・工事請負費 26,895千円
・委 託 費 252千円
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ひきこもり対策推進事業 障害福祉課

（ ）予算額 １６,７４７千円 8,857 63 7,827○ ○ ○国 諸 一

（参考）１ 事業目的
ひきこもり相談支援センターを設置し、ひきこもり状 ひきこもり理解促進・調査事業

態にある本人や家族等に対する相談支援や関係機関の連 （１）ウェブ及び紙面調査
携強化、支援人材の育成等を行い、ひきこもり状態の解 調査期間：令和７年９月２０日～１２月３１日
消に向けた支援を行う。 調査方法：ウェブまたは紙面回答のいずれか

回答数 ：８０４件
県 （ウェブ６７８件、紙面１２６件）２ 実施主体

当事者数：１４８名
３ 事業内容
（１）ひきこもり相談支援センター運営事業

13,497 ＜主な回答（当事者）＞千円
表１ 支援等の情報を受け取りやすい方法（複数回答）Ｎ＝１４８ひきこもり支援コーディネーターを配置し、相談支

チラシ 身近な人 テレビ等 広報紙 ウェブ援、連絡協議会の開催、支援者研修会等を実施
人数 ７３人 ４７人 ５６人 ７７人 ９６人

割合 ４９％ ３２％ ３８％ ５２％ ６５％（２）社会とのつながり支援（職親）事業 1,077千円
当事者と職親とのマッチング、職親の協力による当

事者への社会参加の機会の提供
表２ 相談しやすいと感じる方法・形態（複数回答）Ｎ＝１４８

電話 メール ＳＮＳ 対面（３）ひきこもり地域支援事業 249千円
人数 ５５人 ７９人 ６０人 ９５人・市町村職員向け研修の実施
割合 ３７％ ５３％ ４１％ ６４％・県民向け公開講座の実施

1,344千円（４）ひきこもり理解促進・調査事業
ひきこもりの居場所等を訪問し、支援ニーズに関す （２）ひきこもり経験者に対する面接調査

る面接調査を実施 調査期間：令和７年８月８日～（継続中）
調査方法：ひきこもりの居場所等を訪問した面接調査
面接者数：２０名（令和８年１月３０日現在）（５）○ひきこもり支援団体等ネットワーク運用事業新

580千円
市町村や民間団体等の支援に関する情報を一元的に

発信できるポータルサイトの構築・運用
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あきた健康習慣サポートプロジェクト 健康づくり推進課

（ ） ］予算額 １７,６８３千円 1,412 16,271 ［地域医療介護総合確保基金○入 ○一

838千円１ 事業目的 （４）アルコール健康障害対策推進事業
健康づくりを身近に感じ、無理なく、楽しく取 第３期秋田県アルコール健康障害対策推進計

り組める環境を充実させ、県民の健康づくりをサポ 画の策定に向けた検討及びアルコール健康障害
ートすることで、健康寿命の更なる延伸を図る。 の予防に関する普及啓発等を実施

1,412千円２ 実施主体 （５）フレイル予防啓発事業
県､市町村､秋田県健康づくり県民運動推進協議会 ・健康づくり地域マスターの養成研修の開催

・市町村職員等のフレイル予防に携わる人材
の資質向上を目的とした研修の開催３ 事業内容

5,329千円 ・食生活に関する出前講座の実施（１）「あきた健康宣言！」推進事業
①「あきた健康宣言！」周知事業
テレビ・ラジオ、新聞等を活用した情報発信 5,524千円（６）こども健康会議推進プロジェクト

②秋田県健康づくり推進体制整備事業 こどもを中心としたヘルスリテラシーの向上
「秋田県健康づくり県民運動推進協議会」総 を図るため、こどもと親が一緒に健康づくりに
会の開催や、ウェブサイト、ＳＮＳを活用した ついて考え、実践するこども健康会議を開催
協議会会員の取組情報等の発信

（７） 健康づくりにおけるデジタル活用推進事業○新
154千円 1,000千円（２）健康経営普及事業

秋田県版健康経営優良法人の優れた取組の紹 市町村の健康増進事業や県民の健康づくりに
介等による健康経営の普及促進 おけるデジタル活用を促進するため、アプリ等

の活用効果に関するデータの収集・分析を実施

（３） あきた食と健康の環プロジェクト事業○新
3,426千円 （参考）

産官民学で県民の栄養課題を共有し、それぞ こども健康会議
れの主体的な取組を促進することにより、自然
に健康になれる食環境を整備
・「あきた食と健康の環プロジェクト会議」
準備会の開催

・事業者での減塩の取組に関する実態調査
・秋田県版「健康的で持続可能な食環境戦略
イニシアチブ」に関する勉強会の開催 等
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健(検)診受診率向上総合対策事業 健康づくり推進課

（ ）予算額 １８,１２８千円 3,030 15,098○国 ○一

（３）若年女性のためのがん検診受診促進事業１ 事業目的
受診しやすい環境の整備や、受診促進に向けた 2,288千円

情報発信・啓発の強化により、健（検）診受診率 ２０歳代女性の子宮頸がん検診における、受診
の向上を図る。 促進及び習慣化を目的とした、自己負担額の軽減

のための経費助成
県、市町村 ・補 助 先 市町村２ 実施主体

・対 象 年 齢 ２２,２４,２６,２８歳
・補助基準額 １，７００円３ 事業内容

5,540千円 ・補 助 率 １０／１０（１）胃がん検診助成事業
罹患率の上昇する年齢層を対象とした、自己負 ※２０歳は、国の無料クーポン券制度あり

担額の無料化又は軽減のための経費助成
（４）○受けて安心！がん検診受診促進事業・補 助 先 市町村 新

・対 象 年 齢 ５０,５２,５４,５６,５８歳 6,060千円
・補助基準額 ２，０００円 ①ＳＮＳを活用した受診勧奨 4,140千円
・補 助 率 １０／１０ 働き盛り世代等の受診意識を喚起するため、

デジタルツールを活用したがん検診の必要性等
4,240千円 の情報発信（２）がん検診受診率向上推進事業

罹患率の上昇する年齢層を対象とした、自己負
担額の軽減のための経費助成 ②県広報紙による受診勧奨 1,659千円
・補 助 先 市町村 全世代を対象とした、健（検）診受診の習慣
・補 助 率 １／２ 化に向けた普及啓発
・補助基準額等

対象年齢 補助基準額 ③がん対策推進企業等連携協定締結企業による
大 腸 が ん ５０～５４歳 ５００円 受診呼びかけ 261千円
肺 が ん ６０～６４歳 ５００円
子宮頸がん ３０～３４歳 １，７００円
乳 が ん ４０～４４歳 １，５００円

・補 助 要 件 コール・リコールによる受診
勧奨
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がん診療機能等強化事業 健康づくり推進課

（ ） ］予算額 １１８,２８５千円 47,892 22,500 47,893 ［地域医療介護総合確保基金○ ○ ○国 入 一

③がんゲノム医療機能強化事業費補助金１ 事業目的
がん診療連携拠点病院等を中心としたがん医療の 15,000千円

質の向上等を図るため、がん診療連携拠点病院等の がん拠点病院等に派遣するがんゲノム医療に
医療提供体制の強化及び緩和ケアチーム従事者の育 関する指導・助言等を行う専門医の配置に要す
成を行う。 る経費への補助

・補助対象 秋田大学医学部附属病院
国、県、がん拠点病院等 ・補 助 率 １０／１０２ 実施主体

800千円３ 事業内容 （２）緩和ケア推進事業
116,000千円 医師・看護師・介護職員等を対象とした緩和（１）がん診療機能等強化事業

①がん診療機能等強化事業費補助金 93,500千円 ケア病棟等における実地研修の開催
地域がん診療連携拠点病院等の診療機能等の ・委託先 秋田県緩和ケア研究会

強化に要する経費への補助

（３） 第４期秋田県がん対策推進計画中間評価に・補助基準額 １病院当たり８,５００千円 ○新
・補 助 率 １０／１０ 1,485千円係る調査事業

（国１／２、県１／２） 医療従事者及びがん患者への実態調査経費
・対 象 経 費 医療従事者研修、患者の相談 ・委託先 がん診療連携拠点病院等１２病院

支援等

②緩和医療機能強化事業費補助金 7,500千円
がん拠点病院等に派遣する緩和医療に関する

指導・助言等を行う専門医の配置に要する経費
への補助
・補助対象 秋田大学医学部附属病院
・補 助 率 １０／１０
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福祉医療費等助成事業 国保医療室

予算額 ４,４２７,９７４千円（○一 4,427,974）

１ 事業目的 （３）福祉医療基盤強化補助金 299,312千円
乳幼児及び小中高生、ひとり親家庭の児童、高 福祉医療の実施に伴い国から課される市町村

齢身体障害者、重度心身障害（児）者の心身の健 国保の国庫負担金等減額措置相当額に対して補
康保持と生活の安定を図るため、医療費の自己負 助する。
担分等に対し、助成を行う。 ①補助対象 前年度の減額措置相当額

②補 助 率 １／２

２ 事業内容 （４）保険医療機関指導費補助金 2,565千円
（１）福祉医療費補助金 4,070,581千円 県医師会・県歯科医師会が保険医療機関に行

①実施主体 市町村 う福祉医療制度の周知等に要する経費に対して
②補 助 率 １／２ 補助する｡
③内 訳 ・補 助 額

（一社）秋田県医師会 1,865千円
（一社）秋田県歯科医師会 700千円

（２）福祉医療費支給事務費補助金 55,516千円
①実施主体 市町村
②補 助 率 １／２
③内 訳
・審査支払手数料 52,583千円
・更新等事務費 2,933千円

区　分 受給者数（人） 所要額（千円）

乳幼児・小中高生 約94,000 1,120,265

ひとり親家庭の児童 約15,000 182,304

高齢身体障害者 約13,000 560,186

重度心身障害（児）者 約41,000 2,207,826

計 約163,000 4,070,581
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国民健康保険事業 国保医療室

予算額 ８８,７４０,２００千円（○分 21,728,385 ○国 22,009,249 ○財 12,350 ○入 5,386,604 ○諸 39,603,612）

１ 事業目的 （２）後期高齢者支援金等 16,605,209千円

国保財政運営の主体として、国保事業費納付金 後期高齢者医療や介護保険等への納付金を負担

制度の運用や保険給付費等交付金の交付、市町村 する。

への支援体制の整備等を行い、国保財政の安定化

及び事業の効率化を図る。 （３）子ども・子育て支援納付金 1,231,578千円

子ども・子育て支援制度への納付金を負担する。

２ 事業内容

（１）保険給付費等交付金 70,815,032千円 （４）国保ヘルスアップ事業 62,999千円

①保険給付費等交付金（普通交付金）67,078,573千円 県内の市町村別、地域別の健康課題の現状分析等

市町村が負担する保険給付費を全額交付し、 を行い、市町村の保健事業の運営に必要な支援に取

国保財政の安定化を図る。 り組むほか、デジタルツールを活用した糖尿病発症

予防モデル事業及び重症化予防に係る研修等を実施

②保険給付費等交付金（特別交付金） 3,240,605千円 する。

収納対策などの市町村国保事業の運営の安定

化に資する事業の実施状況や、その他災害等個 （５）その他 25,382千円

別の事情に応じて交付金を交付する。

③県版保険者努力支援制度交付金 495,854千円

「健康寿命日本一」の実現に向け、糖尿病等

の重症化予防対策を推進するため、特定保健指

導の実施率やメタボリックシンドローム該当者

の減少率等を評価指標として設定し、積極的な

取組を行っている市町村に対して交付金を交付

する。
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医療費指数 所得指数 医療費指数 所得指数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

1 秋田市 1.042 0.971 6,414,190,898 5,174,718,519 135,760 123,409 110.01% 14 小坂町 0.968 0.827 94,366,620 68,450,733 116,639 106,819 109.19%

2 能代市 1.002 1.002 1,159,931,716 922,956,107 133,228 115,589 115.26% 15 上小阿仁村 0.994 1.011 51,653,802 39,618,420 126,424 121,769 103.82%

3 横手市 0.903 0.997 1,926,861,996 1,505,894,666 127,737 110,330 115.78% 16 藤里町 0.956 1.025 76,356,337 58,697,784 130,291 124,597 104.57%

4 大館市 0.963 0.928 1,423,760,314 1,110,132,156 125,576 111,477 112.65% 17 三種町 1.065 1.216 436,074,899 325,403,014 142,882 117,628 121.47%

5 男鹿市 1.086 0.961 671,635,458 497,563,042 127,685 114,025 111.98% 18 八峰町 0.960 1.067 180,125,050 143,994,829 142,141 124,611 114.07%

6 湯沢市 0.898 0.838 974,976,037 760,413,021 118,695 103,066 115.16% 19 五城目町 1.122 0.860 203,600,398 162,261,769 136,472 124,647 109.49%

7 鹿角市 0.963 1.054 630,998,581 490,633,670 131,308 114,110 115.07% 20 八郎潟町 1.008 0.857 131,039,468 108,899,612 130,407 122,828 106.17%

8 由利本荘市 1.023 0.986 1,695,256,610 1,262,385,675 129,199 117,037 110.39% 21 井川町 1.153 0.956 106,471,366 82,905,348 136,511 116,445 117.23%

9 潟上市 1.005 0.874 685,035,933 531,630,079 125,299 105,863 118.36% 22 大潟村 0.901 4.481 445,412,376 319,931,178 275,266 254,209 108.28%

10 大仙市 0.975 1.034 1,783,104,306 1,504,545,548 142,071 122,152 116.31% 23 美郷町 0.972 1.061 467,453,051 402,869,231 144,552 121,029 119.44%

11 北秋田市 0.930 0.936 638,103,536 473,278,876 119,095 108,664 109.60% 24 羽後町 0.921 0.927 346,247,014 271,762,916 124,839 113,243 110.24%

12 にかほ市 0.936 1.152 607,694,416 485,290,900 137,773 124,142 110.98% 25 東成瀬村 0.767 1.170 50,218,605 36,876,892 125,976 108,413 116.20%

13 仙北市 0.978 0.880 527,818,132 414,497,516 126,087 106,189 118.74% － 1.000 21,728,386,919 17,155,611,501 133,392 118,216 112.84%

令和７年度
一人当り
国保税額
（理論値）

Ｅ／Ｆ

計

Ｅ／Ｆ

保険者名

按分指数 令和８年度
事業費納付金

令和８年度
必要保険税総額

令和８年度
一人当り
国保税額
（理論値）

令和７年度
一人当り
国保税額
（理論値）

令和８年度分国民健康保険事業費納付金算定結果

保険者名

按分指数 令和８年度
事業費納付金

令和８年度
必要保険税総額

令和８年度
一人当り
国保税額
（理論値）
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心はればれ県民運動推進事業 保健・疾病対策課

予算額 ９０,９３３千円（ 61,101 76 29,756）○ ○ ○国 諸 一

⑤地域自殺対策推進センター運営事業１ 事業目的
誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 4,279千円

に向け 「民・学・官・報」の一層の連携強化に 自殺対策連携推進員の配置による市町村等、
よる、自殺予防活動を展開する。 への支援

主な事業内容 自死遺族や自殺未遂者の
相談支援、保健所や市町

県、市町村、秋田大学、民間団体 村の取組支援等２ 実施主体

156千円（２）心の健康づくり推進事業
県健康づくり審議会・心の健康づくり推進３ 事業内容

63,159千円 分科会の開催（１）地域自殺対策強化事業
①電話相談支援事業 13,648千円

あきたいのちのケアセンターにおける相談 2,738千円（３）自殺予防県民運動推進事業
支援 秋田ふきのとう県民運動実行委員会の事業

②人材養成事業 565千円 活動に対する補助
心はればれゲートキーパー養成講座 対象経費 実行委員会の運営費及び研修

委託先 秋田ふきのとう県民運動実行委員会 会、県民運動大会、街頭キャ
③普及啓発事業 1,242千円 ンペーン（３回）等

・ふきのとうホットラインリーフレット等の作成
・地域振興局による関係機関ネットワーク会議や 704千円（４）自殺未遂者支援事業

街頭キャンペーンの実施 自殺未遂者に対する地域の支援体制の構築
④地域自殺対策強化事業費補助金 43,425千円 に向けた関係者会議及び研修会の開催

市町村及び民間団体による自殺予防活動に 対象者 医療関係者、消防、行政関係者等
対する支援

（５）精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業補 助 対 象 市町村（25市町村）
民間団体（11団体） 751千円

主な事業内容 対面・電話相談窓口の設 自殺との関連が深い、うつ病等の精神疾患
置、サポーター養成研修、 に関する相談員や医療関係者の対応力向上を
交流サロン活動等 図るための研修会の開催

県医師会委託先
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17,256千円 【参考】（６）ＳＮＳ相談支援事業
ＳＮＳによる相談を実施する民間団体に対 令和７年の自殺者数（警察統計：暫定値）

する補助
補助対象 ＮＰＯ法人蜘蛛の糸 ○令和７年の自殺者数

6,169千円（７）○教育・学術分野との連携事業新

「民・学・官・報」の連携を促進するため、
秋田大学及び秋田大学発ベンチャーとして設
立された法人が実施する自殺対策事業に要す
る経費に対する補助等

①自殺未遂による救急患者への対応訓練の実施
（秋田大学へ委託） 454千円

②ＳＯＳの出し方教育の講師の養成 133千円
③ＳＯＳの出し方教育に関する講師養成プログ

ラムの開発（一般社団法人地域自殺対策戦
略機構への補助） 千円2,806

④ＳＯＳを受ける教諭の実態調査とプログラム
の開発（一般社団法人地域自殺対策戦略機構
への補助） 千円2,776

人数（人） 前年（人） 増減（人） 増減率（％）

計 172 186 △ 14 △ 7.5

男 122 132 △ 10 △ 7.6

女 50 54 △ 4 △ 7.4
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妊娠・出産への健康づくり支援事業 保健・疾病対策課

（ ）予算額 ７８,１００千円 10,375 67,725○ ○国 一

ⅱ）特定不妊治療に併せて行われる保険適用外１ 事業目的
安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向け、 の先進医療に要する費用の一部を助成

総合的な支援を行う。 ・対象年齢 43歳未満（男性は年齢制限なし）
・助成回数 １年度に１回まで

県、市町村 ・助成上限額 10万円２ 実施主体
ⅲ）先進医療とならない保険適用外の治療を含
む治療にかかる費用の一部を助成３ 事業内容

4,595千円 ・対象年齢 43歳未満（男性は年齢制限なし）（１）母体健康増進支援事業
①妊婦歯科健康診査事業 4,508千円 ・助成回数 １年度に１回まで

市町村が実施する妊婦歯科健康診査に要す ・助成上限額 30万円
る経費の一部を助成 ②不妊専門相談センターの運営等 3,013千円
・対 象 回 数 １回 不妊治療（不育症）に関する情報の提供及
・補助基準額 4,000円 び理解の促進を図るとともに、医師、看護師、
・補 助 率 県１／２、市町村１／２ 助産師等による相談支援を実施

・委託先 秋田大学
②HTLV-1(ヒトＴ細胞白血病ウイルス)母子感染 ・相談体制 電話、面接、メール
普及啓発 87千円
・リーフレットを作成し、正しい知識の普及 919千円（３）難聴児支援事業
啓発を行う 難聴児補聴器購入費助成事業補助金

身体障害者手帳の交付対象とならない中軽
度の聴覚障害児の補聴器購入及び修理に要す（２）幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）

39,165千円 る経費の一部を助成事業
①不妊治療に要する治療費の助成 36,152千円 ・対象者 中軽度の難聴児
ⅰ 「特定不妊治療」の治療費のうち、公的医療 ・補助率 県１／３、市町村１／３）
保険適用後の自己負担額の一部を助成
・対象年齢 43歳未満（男性は年齢制限なし） 7,574千円（４）女性の健康支援事業
・助成回数 初回40歳未満 1子毎に9回まで ①女性健康支援センター事業 6,885千円

初回40歳以上 1子毎に3回まで 女性健康支援センターにおいて、思春期か
・助成上限金額 １～６回 ９万円／回 ら更年期に至る女性を対象とした身体的・精

７～９回 30万円／回 神的な悩みに関する相談支援を実施
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（８）遠方の分娩取扱施設等への交通費等支援事業・委託先 ＮＰＯ法人ここはぐ
・相談体制 ＳＮＳ、ウェブ、電話、面接、 7,932千円

受診同行等 遠方の産科医療機関等での妊婦健診・出産
②プレコンセプションケア推進事業 689千円 に加え、新たに産婦健診・産後ケア・乳幼児

産婦人科医師、助産師、ＰＴＡ、商工会等 健診・不妊治療に対し交通費等を助成する市
によるネットワーク会議を開催し、今後の取 町村を支援（国庫補助事業）
組について協議するほか、ＳＮＳを活用し周 出産への支援について、交通費支援の国庫
知 補助事業における概ね６０分以上の移動時間

要件を概ね３０分以上に、また最寄りの医療
645千円 機関を対象とする要件を原則二次医療圏内で（５）妊娠・出産包括支援推進事業

①母子保健コーディネーター育成研修 550千円 本人が希望する医療機関へ県単独で緩和する
市町村が設置するこども家庭センターの母 ほか、宿泊費について同行者１名分を県単独

子保健事業において中心的な役割を果たす人 で追加支援（県単独事業）
材の育成
・委託先 秋田県助産師会

②母子保健連絡調整会議 95千円
保健所や市町村との情報交換、事例検討及

び研修

205千円（６）不育症検査費用助成事業
先進医療における保険適用外の検査費用の

一部を助成
・対象者 不育症治療者
・助成上限額 ６万円／回（回数制限なし）

17,065千円（７）産後ケア支援事業
出産後１年以内の母子に対する心身のケア

や育児サポートを行う産後ケア事業を実施す
る市町村への支援
・実施主体 市町村
補助率 国１／２、県１／４、市町村１／４・

国庫補助 県単独

実施主体 市町村

補助率 国1/2、県1/4、市町村1/4 県1/2、市町村1/2

対象

妊婦健診、出産、

産婦健診、産後ケア、

乳幼児健診、不妊治療

出産

要件

最寄りの産科医療機関等ま

で概ね60分以上の移動時間

を要する妊産婦等

交通費について、二次医

療圏内で本人が希望する

医療機関等まで概ね30分

以上の移動時間を要する

妊婦(宿泊費は国と同一)

内容

交通費：往復の移動に要し

た費用の８割

宿泊費(出産のみ)：入院前

に近隣宿泊施設に宿泊した

費用から１泊あたり２千円

を控除した額(上限14泊)

宿泊費について、同行者

１名分を追加支援（交通

費は国と同一）
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難病等医療費助成事業 保健・疾病対策課

（ ）予算額 １,８０８,３０８千円 887,233 77 920,998○ ○ ○国 諸 一

（４）スモンに対するはり、きゅう及びマッサージ１ 事業目的
指定難病等患者の療養に係る費用負担を軽減するた 728千円治療研究事業

め、医療費、訪問看護費、はり、きゅう及びマッサージ ｽﾓﾝ患者に対するはり、きゅう及びマッサージ治療
施術費を助成する。 に関する研究を行う。

・対象経費 はり、きゅう及びマッサージ
施術料

県 ・補 助 率 国１０／１０２ 実施主体

（５）先天性血液凝固因子障害等治療研究事業
3,073千円３ 事業内容

1,684,389千円 患者の医療負担の軽減により、精神的・身体的不安（１）特定医療費（指定難病）助成事業
・対象疾病 指定難病(R7.4.1現在348疾病) を解消する。
・対象経費 診療・入院費、薬剤費等 ・対象疾病 血友病(A･B)、ﾌｫﾝﾋﾞﾙﾌﾞﾗﾝﾄﾞ病等
・補 助 率 国１／２、県１／２ ・対象経費 診療・入院費、薬剤費等

・補 助 率 国１／２、県１／２
454千円（２）特定疾患治療研究事業

（６）小児慢性特定疾病医療費助成事業特定疾患に関する医療を確立・普及するとともに医
療費を助成し患者の負担を軽減する。 108,052千円
・対象疾病 ｽﾓﾝ、難治性肝炎のうち劇症肝炎、 ・対象疾病 小児慢性特定疾病

重症急性膵炎、ﾌﾟﾘｵﾝ病の一部 (R7.4.1現在801疾病)
・対象経費 診療・入院費、薬剤費等 ・対象経費 診療・入院費、薬剤費等
・補 助 率 国１／２、県１／２ ・補 助 率 国１／２、県１／２

1,441千円（３）在宅人工呼吸器使用患者支援事業
人工呼吸器を使用している指定難病患者等に対し

て、診療報酬で請求できる回数を超えて訪問看護を実
施する費用を負担し、在宅において適切な医療を確保
する。
・対 象 者 （１ （２）の患者のうち）、

在宅人工呼吸器使用患者
・委 託 先 訪問看護事業者
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●ＰＭＨ（Public Medical Hub）（７）○マイナンバーカードを活用した医療費助成の新

厚生労働省が推進する医療ＤＸの取り組みにおいて構築効率化に係るシステム改修事業
10,171千円 された医療情報連携基盤。

指定難病並びに小児慢性特定疾病に係る医療費助成 自治体、医療機関・薬局などの間で、医療費助成、予防
の受給者情報を医療機関や患者等がオンラインで取り 接種、母子保健などの情報を安全に共有・連携するための
扱えるようにし、患者等の受給者証持参の手間や紛失 情報連携システム。
リスクを解消するとともに、医療機関においては資格 マイナンバーカードを活用し、これらの情報をデジタル
確認事務の負担軽減、自治体においては受給者証の再 化することで、患者や医療従事者の利便性向上、事務効率
発行や患者等への医療費償還払いの事務負担軽減を図 化、医療費の適正化などが期待されている。
る。
・委 託 先 富士通Japan株式会社 ●ＰＭＨ導入後の医療費助成業務全体像
・補 助 率 国１／２
・委託内容 マイナンバーにより医療機関や患者等が

受給者情報を確認できるよう国の情報連
携基盤（ＰＭＨ）への情報登録を可能に
するため、県の指定難病等情報管理シス
テムの改修を行う。
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周産期医療体制整備事業 医務薬事課

予算額 ２７８,３０１千円（ 117,861 160,440）○ ○国 一

（３）地域周産期母子医療センター運営費補助事業１ 事業目的
県民が等しく周産期医療の提供を受けられ、安 76,469千円

心して出産できる環境を整備するため、周産期母 県民に高度な周産期医療を提供するため、地
子医療センター等への支援を行う。 域周産期母子医療センターの運営に対し助成す

る。
・補助対象 ①大館市立総合病院

②平鹿総合病院２ 事業内容
③秋田大学医学部附属病院（１）総合周産期母子医療センター運営費補助事業

152,597千円 ・補 助 率 ①②２／３（国１／２、県１／２）
県民に高度な周産期医療を提供するため、総 ③ １／３（国10／10）

合周産期母子医療センターの運営に対し助成す
る。 22,810千円（４）産科医療機関確保事業
・補助対象 秋田赤十字病院 分娩取扱施設の確保を図るため、分娩取扱施
・補 助 率 10／10（国１／３、県２／３） 設が少ない地域の産科病院に対し助成する。

・補助対象 市立角館総合病院
・補 助 率 10／10（国１／２、県１／２）（２）総合周産期母子医療センター設備整備事業

25,348千円
県民に高度な周産期医療を提供するため、総 756千円（５）周産期医療調査・研修事業

合周産期母子医療センターの設備整備に対し助 本県の周産期死亡の改善を図るため、周産期
成する。 死亡の実態調査を行うとともに、医療従事者の
・補助対象 秋田赤十字病院 知識・技能の維持・向上を図る研修を実施する。
・補 助 率 ２／３（国１／２、県１／２） ・委 託 先 秋田県周産期・新生児医療研究会

（事務局：秋田大学医学部）

321千円（６）助産師活用推進事業
医師から助産師等へのタスクシフト／シェア

を推進するため、院内助産・助産師外来の普及
を目的としたセミナー等を開催する。
・委 託 先 秋田県看護協会
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医療保健福祉計画推進事業 医務薬事課

予算額 ８７,７８７千円 6,117 67,506 14,164 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○国 入 一 ）

１ 事業目的
持続可能な医療提供体制 17,047千円人口減少社会においても （２）○循環器病予防人材育成事業新

の構築を推進するため、新たな地域医療構想の策 循環器病の早期予防や療養、再発防止に重要
定のほか、本県の主要な死亡原因である循環器病 な役割を果たす医師等の人材の育成を強化する。
に対応する専門人材の育成等を行う。 ・委 託 先 秋田大学

・委託内容 医療従事者への指導、効率的な
人材育成の仕組みの構築 等２ 事業内容

58,504千円（１）○新たな地域医療構想策定事業新

関係者による調整会議を開催するほか、実効 10,890千円（３）○脳卒中・心臓病等総合支援事業新

性のある構想を策定するために必要なデータ分 患者や家族を包括的に支援するため、相談窓
析等の業務を委託する。 口の運営や多職種連携による総合的な取組を委
①地域医療構想調整会議の開催 8,504千円 託する。
・構 成 員 医療・保健・福祉関係者、 ・委 託 先 秋田大学（脳卒中・心臓病等総

病院代表者、市町村、 合支援センター本部事務局）
医療保険者 等 ・委託内容 相談窓口業務、県民向け啓発業

・開催回数 新構想区域 ３カ所×３回 務、多職種連携の推進 等
現構想区域 ８カ所×３回

1,346千円（４）循環器病対策推進事業
②新たな地域医療構想策定支援業務委託 循環器病の医療提供体制について協議する協

50,000千円 議会を開催する。
・委 託 先 企画提案競技により決定 構 成 員 医療・保健・福祉関係者、・
・委託内容 構想区域別に将来の方向性を検 医療保険者 等

討する上で必要となるデータの ・開催回数 協議会３回
収集、分析、評価 等 部会（脳卒中、心疾患）各３回

※スケジュール
令和８年５月 受託者決定・契約締結

６月～ データ収集、分析、評価
７月～ 調整会議での協議、

追加分析 等
～令和９年３月 協議結果のとりまとめ
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新たな地域医療構想の概要

2025年度（令和７年度） 2026年度（令和８年度） 2027年度（令和９年度） 2028年度（令和10年度）～

地域医療構想

地域医療構想
調整会議

◼ 新たな地域医療構想策定等スケジュール

現行の地域医療構想 新たな地域医療構想（～2040年頃）

病床機能の適正化
入院医療だけでなく、外来・在宅医療、介護との連携等を含む、
医療提供体制全体の課題解決を図るための地域医療構想へ

• 医療需要を踏まえ、病床機能（高度急性期・急性期・回復期・慢性
期）ごとに必要な病床数を定め、地域医療構想調整会議での協
議や、地域医療介護総合確保基金による支援を通じ、病床機能
の適正化を推進。※2016(H28)年策定

• 限られた医療資源で、増加する高齢者救急・在宅医療需要等に
対応するため、病床機能だけでなく、医療機関の果たすべき機
能（高齢者救急の受入、在宅医療の提供、救急･急性期の医療
提供等）の役割分担を明確化し、医療機関の連携･再編･集約化
を推進。

構想策定における進め方（案）

• 新たな構想は、見直し後の二次医療圏を基盤とする県北、県
央、県南の３構想区域ごとに策定。

• 外部専門家による医療需要や人材確保等の多角的な分析を
踏まえ、県が医療機関の配置や機能について、「現状維持」か
ら「再編・統合」まで複数の将来案を構想区域ごとに提示。

• 協議と分析結果の提示を繰り返しながら合意形成を図り、実
効性のある構想を決定。

参考：機能別病床数の推移（秋田県）

現行の地域医療構想
（８構想区域）

取組推進に関する協議

新たな地域医療構想に基
づく取組推進（３構想区域）

構想区域案
の提示、
情報提供等

その他協議、素案の作成 等

合意

追加分析

複数案＆
評価結果提示

課題分析

開催回数（８年度）
新構想区域 ３カ所×３回
現構想区域 ８カ所×３回

2025年

必要数
2016年 2024年

2024時点

実績/必要数

合計 9,143 11,451 10,205 111.6%

高度急性期 902 698 634 70.3%

急性期 3,255 6,270 5,220 160.4%

回復期 2,544 1,301 1,734 68.2%

慢性期 2,442 2,813 2,179 89.2%

休棟等 ー 369 438 ー

・合意事項の実現に向けた具
  体的な取組に係る協議
・医療機関機能報告の結果を
踏まえた協議

等

県民への理解促進（随時） -31-



救急医療対策事業 医務薬事課

予算額 ６０７,１４５千円 171,855 24,815 176,896 233,579 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○ ○国 入 諸 一 ）

21,159千円１ 事業目的 （５）小児救急電話相談事業
子育て中の保護者の不安を軽減するため、子どもの救急医療体制の円滑な運営を図るため、地域の

けが・急病時の対応方法に係るコールセンターを運営中核的な医療機関に対する助成や県民への情報提供
する。等を行う。

70千円２ 事業内容 （６）小児救急医療啓発事業
345,546千円 保護者を対象として、子どもが急病の際の対応方法（１）ドクターヘリ運航事業

ドクターヘリの運航や設備整備に要する経費に対し の普及啓発を行う。
助成する。
・補 助 先 秋田赤十字病院 4,628千円（７）○救急医療電話相談事業新

・補 助 率 10 10（国１ ２、県１ ２（設備整 県民への安心・安全の提供及び救急医療機関の受診／ ／ ／
備は県10 10 ） 適正化のため、救急医療電話相談（♯7119）を運営す／ ）

る。
233,304千円 ・運営方式 民間事業者への委託（２）救急医療体制確保事業

救急医療機関の運営費に対し助成する。 ・運営時間 平日19時から翌８時まで
・補 助 先 県内の中核的な救急告示病院 土日祝日は24時間
・補 助 率 １ ２（県10 10） ・開始時期 令和８年10月予定／ ／

） 【 】（３）救急医療対策費補助事業 ８ 三次救急医療提供体制整備事業 債務負担行為390千円 （ ○新

（ （ ））地域の医療従事者や県民を対象とした救急医療に関 債務負担行為限度額 175,780千円 175,780○入
する研修及び講習会に対し助成する。 三次救急医療機関にＨＣＵ（高度治療室）を設置す
・補 助 先 （一社）秋田県医師会 ることにより、さらなる重症患者の受入を可能とする
・補 助 率 定額 体制整備を行う。

・補 助 先 秋田大学医学部附属病院
2,048千円 ・対象経費 ＨＣＵ８床の整備に係る建築工事、電（４）病診連携支援事業

地域の診療所医師が救急告示病院で行う夜間・休日 気設備工事、機械設備工事
の救急診療での応援に係る経費に対し助成する。 ・補 助 率 ２／３（県10／10）
・補 助 先 救急告示病院 ・事業期間 令和８年度から令和９年度まで
・補 助 率 １ ２（県10 10）／ ／
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医師地域循環型キャリア形成支援システム推進事業 医療人材対策室

予算額 ４０８,９８３千円 907 208,036 200,040 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○国 入 一 ）

（２）あきた医師総合支援センター運営事業１ 事業目的
医師の増加と地域偏在の是正に向け、秋田大学 89,274千円

と地域の病院等を循環しながら研鑽を積みキャリ 修学資金貸与医師等の若手医師に対するキャ
ア形成ができる体制を構築することにより、医師 リア形成の支援等を行う。
の県内定着を図る。 ①運営体制 県と秋田大学が共同で運営

②事業内容
【大学】２ 事業内容
・修学資金貸与者のキャリアプラン作成支援（１）地域医療従事者医師修学資金等貸与事業

299,778千円 ・最新の知識や技術に関する研修等の実施
県内の公的医療機関等に医師として勤務しよ ・県外から県内の専門研修への誘導

うとする医学生に対し、修学資金を貸与する。 ・若手医師を指導する医師の派遣
①貸与者数 秋田大学医学部地域枠学生 ・男女共同参画の推進

173人（新規29人、継続144人） ・各種相談対応、広報活動 等
②貸与月額 自宅通学者 100千円 【 県 】

自宅外通学者 150千円 ・ドクターバンクによる医師の紹介
③義務年限 ９年間（うち４年間は秋田市外等 ・修学資金貸与医師の配置調整 等

の医療機関）
（ ）※ドクターバンク 秋田県医師無料職業紹介所

県内の病院、診療所等での勤務を希望する
医師に対し就職先の斡旋、紹介等を行う。

令和７年度　修学資金貸与の状況 （R８年１月現在）

医　学　生

県内
地域枠

全国
地域枠

一般枠
市町村
振興枠

ふるさと
元気枠

岩手医
科大枠

東北医
薬大枠

東北
地域枠

貸与期間中 157 16 0 0 9 21 2 0 0 205

新　規 29 2 5 2 38

継　続 128 16 0 0 7 16 167

返還猶予中 15 3 5 1 0 0 0 0 24

義務履行中 163 32 23 19 0 0 3 0 240

36 10 8 2 56

勤　務 127 22 15 17 3 184

(51) (6) (7) (7) (3) (74)

義務終了 22 3 37 11 11 0 0 25 17 126

返　還 14 8 5 10 9 0 0 1 2 49

371 62 42 49 40 9 21 2 29 19 644

計

臨床研修

（うち知事指定）

計

大学院生研修医
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907千円（３）地域偏在改善に向けた地域医療実習支援事業 （５）専門医認定支援事業
12,800千円 医師少数県である本県の研修医療機関におい

地域医療に従事することの意義を理解し、医 て、専門研修を促進するため、地域医療に配慮
師少数区域等で積極的に勤務する意欲を持った した専門研修プログラムの策定に要する経費を
医師を養成するため、秋田大学医学生の実習を 助成する。
受け入れる医療機関に対し、実習受入経費の一 ①補助対象 秋田大学
部を助成する。 ②対象経費 プログラム策定に要する経費
①補助対象 医師少数区域等の実習受入医療 ③補 助 率 １／２（国10／10）

機関（20医療機関）
（６）デジタル技術を活用した総合診療医等育成②対象経費 医療機関が負担する受入経費

②積 算 月額80千円×160月 2,703千円支援事業
※月数は過年度実績に基づく 高齢化が進む地域において必要とされる総合

③補 助 率 10／10 診療医の育成やチーム医療の向上を図るため、
医療ＭａａＳ(※)を活用した医学生・研修医の
研修及び多職種連携を推進するための研修等を（４）総合的な診療能力を持つ医師養成支援事業

3,521千円 支援する。
秋田大学に設置された「総合診療医センター」 ①補助対象 秋田大学

と連携して、将来、本県での従事が見込まれる ②対象経費 研修等に要する経費
東北医科薬科大学や自治医科大学、岩手医科大 ③補 助 率 10／10
学等の医学生に対して、総合的な診療能力を持
つ医師の養成に係る卒前教育等を行う。 ※医療ＭａａＳ（Mobility as a Service）
①事業内容 医療機能を搭載し、病院との間をオンライン
・県外医学生を対象とした地域医療実習の実 でつなげられる車両
施

・秋田大学医学生と県外医学生合同のシンポ
ジウム等の開催
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東北で育てる秋田の医師養成事業 医療人材対策室

予算額 １２６,９３８千円 58,164 68,774 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○入 一 ）

・研究テーマ ・かづの厚生病院に対する医師１ 事業目的
東北医科薬科大学の学生らへの修学資金貸与や 派遣システムの構築

本県の医療と縁の深い岩手医科大学、弘前大学へ ・鹿角地域における多職種連携
の寄附講座設置などを通じて、医師不足、地域偏 のための教育
在の解消や地域医療の充実を図る。 ・医師・看護師等の医療職を志

す中高生等に対する医学教育
の周知 等２ 事業内容

・教 員 ２人（医師）（１）県外医学生地域医療従事者医師修学資金貸与
88,938千円事業

（３）大館･北秋田地域医療推進学講座設置支援事業岩手医科大学、東北医科薬科大学及び秋田大
学東北地域枠の医学生に対し、修学資金を貸与 20,000千円
する。 弘前大学医学部に寄附講座を設置する大館市
※秋田大学東北地域枠入学者のうち２名への貸与 に対し助成する。
枠を新たに設定 ①補助対象 大館市

②対象経費 弘前大学への寄附講座設置経費区 分 貸与月額 新規 継続

③補 助 率 ２／３（上限20,000千円）岩手医科大学秋田県地域枠 300千円 1人 9人
東北医科薬科大学枠 100･150千円 7人 17人

【参考】寄附講座の概要秋田大学東北地域枠 100･150千円 2人 2人

・設 置 期 間 令和５～９年度（５年間）合 計 10人 28人

①貸与年数 ６年 ・令和８年度 40,000千円
②義務年限 ９年（うち４年間は、原則秋田市 市単独：20,000千円

外で勤務） 県補助：20,000千円
・研究テーマ ・大学と地域の病院との循環に

よる地域医療を担う人材の育（２）鹿角地域医療多職種連携推進学講座設置事業
18,000千円 成

岩手医科大学医学部に鹿角地域の医療連携に関 ・大館市立総合病院における医
する寄附講座を設置する。 学部学生の臨床研修の充実
・設 置 期 間 令和７～11年度（５年間） 等
・令和８年度 寄附金総額 27,000千円 ・教 員 ３人（医師）

県 18,000千円
鹿角市・小坂町

9,000千円
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看護職員確保対策事業 医療人材対策室

予算額 ４１,３０９千円 32,931 603 7,775 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○入 諸 一 ）

5,250千円１ 事業目的 （４）専門看護師等養成支援事業
看護職員の更なる充足が求められていることか 看護の質の向上等に資する専門・認定看護師
ら、看護職員確保に向けた総合的な対策事業を実 及び特定行為研修修了者等を養成するため、看
施する。 護師を教育機関に派遣する施設等に対し助成す

る。
・対 象 専門看護師・認定看護師・特定行２ 事業内容

20,763千円 為研修・認定看護管理者研修を受（１）ナースセンター事業運営委託費
看護職員の就業促進のため、無料職業紹介、 講する者

就業に関する相談指導、ＰＲ事業等を実施する ・補助先 教育機関に看護師を派遣する施設
ナースセンターを運営する。 等
・委託先 秋田県看護協会 ・補助率 １／２

1,456千円 6,343千円（２）看護職員再就業促進事業 （５）看護職員資質向上等研修事業
看護職員の再就業を促進するため、潜在看護 知識・技術やコミュニケーション能力等に長

職員を対象に講義や実技演習の研修を実施する。 け、看護ニーズに的確に応える看護職員を育成
・委託先 秋田県看護協会 するため、看護職員の資質向上のための研修を

実施する。

7,229千円（３）新人看護職員研修事業

新人看護職員が基本的な臨床能力を獲得でき 268千円（６）看護職員需給推計策定事業
るよう、国のガイドラインに沿った研修を実施 令和５年度策定の「看護職員需給推計」につ
する病院に対し助成する。 いて、見直しを行う。
・補助先 研修を実施する病院
・補助率 １／３
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【議案第８２号関係】

秋田県障害者介護給付費等不服審査会条例の一部を

改正する条例案の概要について

障害福祉課

１ 改正理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行令及び児童福祉法施行令の一部を改正する政令

（令和７年政令第３８７号）による障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８

年政令第１０号）の一部改正に伴い、所要の規定の整理を

行う必要がある。

２ 改正内容

引用している障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令の条項を改めることとする。

（第２条関係）

３ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとする。
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【議案第１０３号関係】

秋田県社会福祉事業団への県有財産の無償貸付について

長 寿 社 会 課
障 害 福 祉 課

１ 目 的
行財政改革の一環として、県有財産について、県の役割を見直し、自立した運営形態への転換を進める。

２ 経 緯
平成２８年度以降、南部老人福祉総合エリア内の軽費老人ホーム及び心身障害者コロニーの２施設は、施設の運営方法

等について、事業団と協議を継続しながら、５年間の無償貸付を行っている。

３ 無償貸付財産
施設名 所在地 貸付する財産 貸付期間

南部老人福祉総合エリア軽費老人ホーム 横手市 建物 2,470.39㎡ R8.4.1～
R13.3.31

心身障害者コロニー 由利本荘市 土地 1,133,761.50㎡ R8.4.1～
建物 34,469.75㎡ R13.3.31
立木 3,189本
工作物 一式

４ 今後の方針
貸付期間を５年間とし、令和１３年度以降については、それぞれの施設の貸付継続について検討する。
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